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①食品分析技術の高度化と活用の促進
　本県では、総合農業試験場において、残
留農薬430成分、栄養・機能性120成分の
分析が２時間で可能という、全国トップの
成分一斉分析技術を開発しており、今年１
月には、大学や民間企業と共同で研究を
進めていた世界初となる超臨界流体技術
を活用した分析装置（残留農薬500成分を
50分で分析可能）の開発に成功した。
　今後、この成分分析技術を活用した食
品分析機関を設立し、食品検査の公的認
証を取得することにより、食味や機能性の
科学的評価の開発や農家・食品企業等の
ニーズに対応した残留農薬分析や機能性
分析の拡大を図る。

①食品分析技術の高度化と活用の促
進
食品成分分析機関を核とした分析技
術の一層の高度化と利活用が図られ
ることにより、安心・安全・健康に着目
した商品ブランドの開発や有利販売に
つながり、輸出の促進や競争力のある
産地の育成、さらには農家や地域の所
得向上が図られる。

公的認証制度には、国際認証
であるＩＳＯ１７０２５と、厚生労
働省所管の食品衛生法に基
づく登録検査機関制度があ
り、それぞれ異なる人的・設備
的要件を満たす必要がある。

食品衛生法　第３
３条、第３５条

『残留農薬や機能性成分
の分析に係る理化学的
検査を行う場合におい
て、新たな技術（超臨界
流体クロマトグラフィー）
を用いた設備で行った検
査も公的な検査として認
めるため、食品衛生法の
別表で定める必要な設備
の代替設備として容認す
るとともに、当該設備に
係る技術上の基準を定め
ること等の所要の措置を
講ずる。
また、ＩＳＯ認証を取得し
た場合は登録検査機関と
見なす。（食品衛生法）』

②エコフィードの拡大
　畜産における飼料は約７割を海外から
の輸入に依存しており、輸入飼料価格の
高騰により畜産経営を圧迫している。この
ため、食品加工部門等と連携し、食品残
渣を活用したエコフィードを拡大する。

②エコフィードの拡大
エコフィードを拡大することにより、輸
入飼料価格に影響されにくい安定した
畜産経営を実現する。

食品循環資源の飼料化等を
行う事業者についての登録制
度や再生利用事業計画の認
定制度が設けられ、収集運搬
の許可が不要となるなど特例
措置が講じられているが、一
般廃棄物に限定されるととも
に、再生利用業者（エコフィー
ド製造業者）の産業廃棄物処
理業の許可は取得する必要
があるなど、必ずしもエコ
フィードの拡大に結びついて
いない状況にある。

食品循環資源の
再生利用等の促
進に関する法律
第１１条、第１９
条

エコフィードの製造に係る
食品リサイクル法の特例
については、一般廃棄物
に加え産業廃棄物の再
生利用も含む特例に拡
大するとともに、再生利
用計画の認定を受けた
登録再生利用事業者（エ
コフィード製造業者）につ
いては、産業廃棄物処理
業の許可を不要とする。
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③農地の集積による効率的な生産体制の
構築
　農業の担い手が減少する中、意欲ある
担い手への農地集積による農地利用の効
率化を図ることは重要である。このため、
農地中間管理事業を活用した農地の集積
を促進する。

③農地の集積による効率的な生産体
制の構築
　農地中間管理事業を活用した農地
の集積が促進されることにより、担い
手の規模拡大や土地利用の効率化に
よる農業生産性の向上が図られる。

農地中間管理機構が「農用地
利用配分計画」を定める場
合、県の許可が必要で、県は
これを公告し、２週間公衆の
縦覧に供することとされている
が、利害関係人は当該農地
の市町村にいる場合が多く、
配分計画の許可・広告・縦覧
を全て県の業務とすることは、
手続きの迅速化の妨げとなっ
ている。

農地中間管理事
業の推進に関す
る法律　第１８条
第３項

農用地利用配分計画に
係る認可・公告・縦覧の
手続について、借受者が
賃借権を設定する農地と
同一の市町村に所在す
る場合は、当該市町村の
業務とする。

④スーパー認定農業者（仮称）の育成
　現行の認定農業者制度が想定する所得
目標では家族経営体が目指す目標として
は不十分な水準であることから、現行の
目標を上回る所得（倍増）や経営規模の
拡大、革新的技術の導入等を目標とする
地域の中心となる農家（スーパー認定農
業者）を育成する。

④スーパー認定農業者の育成
高い目標を目指す経営を展開する
スーパー認定農業者を育成することに
より、この農業者を中心にマーケット
ニーズに対応した生産・販売を行う収
益性の高い産地の育成が図られる。

現行の認定農業者制度が想
定する農家像は、サラリーマ
ン並みの所得を目指してお
り、家族経営体が目指す目標
としては不十分な水準であり、
農業・農村の所得倍増を目指
す上で、高所得や経営規模拡
大、新技術導入等を目指す、
地域の中心となる経営体の育
成が必要である。

農業経営基盤強
化促進法　第１２
条

現行の認定農業者制度
に加え、高所得（現在の
所得目標の倍増程度）や
規模拡大、新技術導入等
を目指す農家を新たに
「スーパー認定農業者
（仮称）」として認定し、資
金調達や国庫事業の優
先採択等の優遇措置を
創設する。
※具体的な優遇措置
・スーパーＬ資金貸付限
度額の拡大、償還期間の
延長（２５年→３０年）
・補助事業の優先採択
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⑤東南アジア地域との人材育成・技術協
力体制の構築
　地元大学との連携による東南アジア地
域との連携強化を図り、人材育成や技術
協力体制を構築するとともに、外国人技能
実習制度の活用を図る。

⑤東南アジア地域との人材育成・技術
協力体制の構築
東南アジア諸国が求める農業近代化
に向けた農業技術者育成のシステム
が構築され、技能実習生の高度な技
能修得が可能となるとともに、関係国
との関係強化、人的・技術交流が促進
され、グローバルな視野をもった経営
体の育成につながる。

現行の外国人技能実習制度
は、期間が３年に限定され、
延長等も認められておらず、
海外との技術交流を進める上
で期間が不十分である。（２０
１５年中には５年に延長される
見込み）
　この制度の対象職種に食品
製造関係に一次加工が含ま
れていない。

出入国管理及び
難民認定法施行
規則別表第２技
能実習制度推進
事業等運営基本
方針（厚生労働
大臣公示平成５
年４月５日）

外国人技能実習制度の
期間を３年間から５年間
に延長するとともに、農産
加工を対象職種に加え
る。

宮崎県
みやざき
農業活力
創生特区

全国

⑥自動走行の実証試験
本県は大消費地から遠隔地にあり、トラッ
ク輸送は青果物輸送の９割を占める基幹
物流であるが、急速なドライバー不足から
物流体制の維持が困難になるおそれがあ
る。
このため、国等において、将来の実用化
に向けて、自動車専用道路等を活用した
輸送トラックの自動走行の実証試験を行
う。

⑥自動走行の実証試験
自動走行の実証実験をとおして、複数
トラックの輸送団による自動走行を実
現することにより、輸送コストの低減が
図られる。

道路交通法及び道路交通条
約では、運転者が操作を行う
ことが前提とされており、自動
走行は想定されていない。

道路交通法第７
０条
道路交通に関す
る条約 (ウィー
ン,1968)　第８条

自動走行や隊列走行等
に係る研究開発を促進す
るため、公道での無人ト
ラックによる実証走行が
行えるよう、規制の緩和
を行う。


